
大阪経済は、産業構造の転換が遅れたことやリーディング産業が育たなかったことを背景と
して⻑期低迷傾向にあったが、この間の取組みを通じて成⻑に向けた明るい兆しが⾒え始め
ている状況。

こうした流れを確かなものにするため、「機能⾯」「制度⾯」の基盤整備と並⾏して、副首都
圏となる京阪神や関⻄全域までも視野に⼊れつつ「経済成⻑⾯」の取組みを進め、グロー
バルな競争⼒を高め、副首都・⼤阪として継続的に経済成⻑を遂げていく。

そのための取組みとして、「産業・技術⼒」、「資本⼒(ハード・ソフトインフラ)」、「⼈材⼒」の
３つの要素から課題と⽅向性を⾒出し、それぞれについて重点的な取組みを進める。

また、現在、「⼤阪・関⻄万博の開催」と「統合型リゾート（IR）⽴地推進」に向けた取
組みを積極的に進めており、これらを副首都としての発展を加速させるインパクトとして活用す
る。

４．経済成⻑⾯ 〜副⾸都として発展するための経済成⻑⾯での取組み〜

産業・技術⼒ 資本⼒ ⼈材⼒

経済成⻑のための取組み

統合型リゾート（IR）大阪・関⻄万博 副首都としての発展を
加速させるインパクト
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⼤阪・関⻄万博は、東京オリンピック・パラリンピック後の我が国の成⻑の起爆剤。
新たなイノベーションを引き起こし、社会のあり方も変える圧倒的な万博の求⼼⼒や発信⼒、さらには世界中の人々の出会いや交
流を⽣み出す⼒がこれからの⽇本の成⻑の鍵となる。
万博のテーマは「いのち輝く未来社会のデザイン」。その重要な要素である「健康・⻑寿」分野において大阪・関⻄は、ライフサイエンス
関連分野の集積が厚く、世界でもトップランナーの存在。また、先端医療だけでなく、ヘルスケア、スポーツ、⾷、エンターテイメント、さら
には人工知能（AI）やロボット、ものづくりに至るまで、極めてすそ野の広い分野への展開が可能。
⼤阪・関⻄において万博を契機に世界からの英知を集め、国連が推進するSDGs（持続可能な開発目標）の達成など人類社会
に貢献することにより、副首都・大阪としての都市格の向上や経済活性化をより一層加速させることが可能となる。

（１）副首都・大阪の発展を加速させるインパクト
①⼤阪・関⻄万博の開催

34出典︓経済産業省ホームページ

■ テーマ いのち輝く未来社会のデザイン
Designing Future Society for Our Lives

■ 開催場所 夢洲（大阪市此花区） 約155ha
■ 開催期間 2025.4.13〜2025.10.13
■ 入場者 約2,800万人（想定）

開催概要 主なスケジュール

2019 2020 2021～2024 2025

◆2019.1 博覧会協会設⽴ ◆2020.6 BIE総会(登録申請書の承認)（目標）
４~10
万博
開催

マーケティング、催事等 参加招請の開始
会場整備計画の検討 法的手続き 実施設計 会場建設工事

約２兆円（経済産業省による試算値）経済効果

◆2019.12 登録申請書提出

博覧会の成功によりSDGsの達成に貢献し我が国の産業及び文
化の発展をめざす。（会⻑︓中⻄ 日本経済団体連合会会⻑）

博覧会協会ホームページより

所在地
大阪市住之江区南港北1丁目
14-16（大阪府咲洲庁舎43階）

2025年日本国際博覧会協会

◆2020 秋頃 基本計画策定



観光⽴国⽇本をめざす上で、統合型リゾート（IR）の導入は必要であり、また世界と互角に競争できる規模・機能を持つMICE施
設を整備することでインバウンドの飛躍的な拡大につながることが期待される。
大阪・夢洲は24時間運⽤の関⻄国際空港や都市インフラの充実など交通アクセスがよく⾼い利便性があるほか、非常に広大な用
地があるなど、⽴地の優位性がある。
「大阪IR基本構想」を踏まえ、経済界と連携したMICE機能の強化などベイエリアの活性化を図ることにより、地域も成⻑・発展を実
現し、都市格の向上を図ることができる。
また、ギャンブル等依存症をはじめとしたセーフティネット対策等の諸課題について国に検討を働きかけ、実効性のある対策の検討を
進めるとともに、府市のめざすIRについて府⺠・市⺠の理解を得るため、多様な機会を捉え積極的な情報発信を⾏う。
IRの早期開業に向けて着実に準備を進め、国際競争⼒の⾼い魅⼒的なIRを実現することにより、副首都・大阪の世界水準の都
市ブランドの確⽴をより⼀層加速させることが可能となる。

②統合型リゾート（IR）の⽴地推進
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◆観光振興・地域経済振興・公益還元

経済波及効果 (建設時) 1兆2,400億円 経済波及効果（運営） 7,600億円/年

雇用創出効果 (建設時) 7.5万人 雇用創出効果（運営） 8.8万人/年

・新たな需要の増加による経済波及効果、雇用創出効果
・様々な産業への波及効果 ・都市の魅⼒と国際競争⼒の向上

※近畿圏の 経済波及効果

IR⽴地による効果IR⽴地による効果

スケジュールスケジュール

大阪IRの想定事業モデル大阪IRの想定事業モデル

基本コンセプト基本コンセプト

◆投資規模︓9,300億円

◆施設規模︓総延床⾯積 100万㎡

◆年間来場者数︓1,500万人/年

◆年間売上︓4,800億円/年

大阪・関⻄の持続的な
経済成⻑のエンジンとなる

世界最高水準の成⻑型IR

夢と未来を
創造するIR

「夢洲」を
活かすIR

ひろがり・
つながりを
生み出す

IR

ポテンシャルを
活かした価値創出

空間軸に沿った
成⻑・波及

時間軸に沿った
成⻑・発展

◆成⻑の⽅向性

大阪IRのめざす姿大阪IRのめざす姿

（年度）



◆産業・技術⼒
世界の主要都市では、次世代産業や⾼付加価値型の産業の育成に注⼒しており、⼤阪もリーディング
産業の育成を進めることが必要。
重点的な取組みとして、北⼤阪を中⼼に神⼾・京都等も含め、企業集積・研究集積が進む「ライフサイ
エンス」分野の強みを活かして裾野の広い健康・⻑寿医療関連産業の育成を進め、次世代のリーディン
グ産業として着実に発展させる。
また、層の厚いものづくりの基盤を活かし、その高付加価値化を進めるとともに、イノベーションの創出に
取り組む。

経済成⻑⾯での取組みとして、「産業・技術⼒」、「資本⼒(ハード・ソフトインフラ)」、「⼈材⼒」
の３つの要素から課題と⽅向性を⾒出し、それぞれについて重点的な取組みを進める。

資本⼒

（２）副⾸都・⼤阪の経済成⻑に向けた取組み

健康・⻑寿を基軸とした新たな価値の創出
(ⅰ)健康・医療関連分野の世界的なクラスター形成
(ⅱ)ものづくりの基盤を活かしたイノベーション促進

〔重点的な取組み〕

⼈材⼒産業・技術⼒
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◆⼈材⼒
世界では、⾼度⼈材及び留学⽣を中⼼に、人の移動が急速に活発化しており「人材獲得競争」の様相
を呈している中、多様な人材の育成や呼込みが必要。
重点的な取組みとして、⼤阪の⼈材⼒の強化のため、⼤阪・関⻄に集積する⼤学（アカデミア）や研究
機関の強みを活かしながら、多様な人材が活躍できるオープンでチャレンジングな環境づくりを進める。
企業のCSRへの取組みや社会企業家・⾮営利セクターの活躍が世界的に活発化しつつある現状を好機
ととらえ、営利・⾮営利問わず⺠間活動の促進に向けた取組みを進める。

◆資本⼒
「機能面」の取組みにより副首都としての基盤を整えたうえで、一層のグローバル競争⼒の強化のため、世
界の主要都市に匹敵する水準（世界水準）に高めていくことが必要。
重点的な取組みとして、大阪への人・モノの流れを活発化させるため、都市の顔となるまちづくりやベイエ
リアの活性化、域内交通ネットワークの強化を進めるとともに、国際交通インフラの充実や広域交通ネット
ワーク（リニア中央新幹線、北陸新幹線）の早期全線開業を促進し、広域的なネットワークの結節点と
して国内外の都市との連携強化をめざす。（ハードインフラ）
また、世界遺産をはじめとする歴史・文化など多様な資源を活用し、好調なインバウンドのもと、さらなる都
市ブランドの向上を図り、世界への発信⼒を⾼める。（ソフトインフラ）

世界水準の都市ブランドの確⽴
(ⅰ)世界に誇れる都市空間の創造
(ⅱ)世界的な創造都市、国際エンターテイメント都市の確⽴

〔重点的な取組み〕

内外から多様なプレーヤーが集い、活躍する場の創出
(ⅰ)多様な人材が活躍できるオープンでチャレンジングな環境整備
(ⅱ)⺠間活動促進の仕組みづくり

〔重点的な取組み〕
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①健康・⻑寿を基軸とした新たな価値の創出

取組み例

(ⅰ)健康・医療関連分野の世界的なクラスター形成
【取組みの方向性】
世界最高水準の研究が進む再生医療や革新的創薬等の産学連携による実用化・産業化の促進、大阪の強み
である「ものづくり⼒」を活かした医療機器の開発促進、健康分野における新産業の創出を図るとともに、大阪から
「いのち輝く未来社会」をめざし、健康・医療関連分野の世界的なクラスター形成などに向けた取組みを進める。

〔重点的な取組み〕
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■健康・医療の新たな拠点形成（健都）
北⼤阪健康医療都市（健都）を健康・医療関連産業の新たな拠点
と位置づけ、クラスター形成を進める。

健都イノベーションパークでの健康・医療分野の研究開発を⾏う企業等
の集積を進めるとともに、国⽴循環器病研究センター、国⽴健康・栄養
研究所という２つの国⽴研究機関の⽴地などの特⻑を活かした取組みを
進めることなどにより研究開発⼒の向上を図る。

■未来医療国際拠点の形成
中之島４丁目において、再生医療をベースに、次の時代に実現すべき
新たな「未来医療」の実⽤化・産業化等を推進する世界に開かれた国際
拠点の形成を進め、2023年度中のオープンをめざす。

＜ビジョン＞
Ø オールジャパン体制での未来医療技術の産業化とその提供による国際
貢献を推進

※公募により選定された開発事業者
の提案による外観

＜コンセプト＞
Ø 再⽣医療をベースに、ゲノム医療や⼈⼯知能、IoTの活用等、今後の
医療技術の進歩に即応した最先端の「未来医療」の産業化を推進

Ø 国内外の患者への「未来医療」の提供により、国際貢献を推進

未来医療国際拠点
8,600㎡

大阪中之島美術館
2021年度開館予定

※なにわ筋線の各駅名は仮称



取組み例
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■健康分野の産業創出
「大阪健康寿命延伸産業創出プラットフォーム（OKJP）」と「堺市健
康寿命延伸産業創出コンソーシアム（SCBH）」の連携による事業化
支援等や、スポーツを核としたビジネス創出のための経済界主導のプラット
フォーム（スポーツハブKANSAI）によるマッチング等を促進する。

箕面船場地域において、健康寿命を延ばすための医科学研究や、ス
ポーツ・芸術を通して健康増進を促す取組みなどをさらに発展・実用化さ
せる拠点である「関⻄スポーツ科学・ヘルスケア総合センター（仮称）」の
検討が進められている。

■箕面船場駅周辺のまちづくり

出典︓箕⾯市ホームページ

■OKJPの健康寿命延伸産業イメージ

出典︓⼤阪健康寿命延伸産業創出プラットフォーム
ホームページ

農業・観光等の地域産業

医療・介護
（地域包括ケア）

公的保険外の
運動、栄養、保健サービス等

新産業創出

地域医療・
介護体制の構築

ターゲットとする分野（イメージ）

2013.10
PMDA

関⻄⽀部設置

○薬事戦略相談
・個別面談
・事前面談

2014.4

○薬事戦略相談
・個別面談
・事前面談
・対面助言
○治験相談等

○GMP実地調査

2016.6
テレビ会議
システム導入

さらなる
機能強化へ

機能拡充

○RS総合相談
○RS戦略相談
・事前面談
・対面助言
○治験相談等

○安全対策相談
機能拡充

2017.11
さらなる
機能拡充

■医薬品医療機器総合機構（PMDA）関⻄支部の機能強化
2017年11月、PMDA関⻄⽀部において、新たに市販後の医薬品等
の相談が開始され、研究開発の初期段階から市販までの各種相談が
可能となった。
引き続き、PMDA関⻄⽀部のさらなる機能強化に向けた取組みにより、
医薬品・医療機器等開発に必要な環境整備を進める。

国⽴循環器病研究センターの健都への移転オープン（2019）
国⽴健康・栄養研究所の⼤阪（健都）への移転（2022）

大阪国際がんセンターオープン（2016）

関⻄スポーツ科学・ヘルスケア総合センター（仮称）オープン

取組みの工程（主なもの）

⼤阪重粒⼦線センターオープン（2017）

（数字は年度）

■特区を活用したライフサイエンス関連産業の取組み
関⻄圏国家戦略特区や関⻄イノベーション国際戦略総合特区の⼀体
的な活⽤を図りつつ、医療イノベーションの創出、ライフサイエンス産業の成
⻑を促進する。

主な特例 内容

保険外併⽤療養に
関する特例関連事業

日本では未承認又は適応外の医薬品等を対象に、大阪大学医学部
附属病院、国⽴循環器病研究センターにおいて、スピーディーに先進
医療を提供

特区医療機器薬事戦
略相談の実施

⼤阪⼤学医学部附属病院における⾰新的医療機器の開発について、
治験期間を短縮し、開発から市販・承認までのプロセスを迅速化

革新的な医薬品の
開発迅速化

大阪大学医学部附属病院における革新的医薬品の開発について、
円滑に治験へ橋渡しし、開発から承認・市販までのプロセスを迅速化

大阪国際がんセンター

医薬基盤・健康・
栄養研究所

大阪大学・
大阪大学医学部
附属病院

国⽴循環器病
研究センター

理化学研究所
生命機能科学研
究センター

関⻄国際空港

新大阪駅

大阪国際空港 彩都

道修町

健都（国循移転）

京都大学iPS細胞研究所

PMDA関⻄⽀部
AMED創薬戦略部

うめきた（グランフロント大阪）

⼤阪の主な医療・研究機関

神⼾医療産業都市

京都大学原子炉実験所

⼤阪市⽴⼤学
⼤阪府⽴⼤学

理化学研究所（神⼾研究所）
スーパーコンピューター京
先端医療センター病院
神⼾医療機器開発センター
国際医療開発センター

京⼤先端医療機器開発・臨床研究センター
メディカルイノベーションセンター
京都市成⻑産業創造センターなど

SPring-8

関⻄のライフサイエンスクラスター

未来医療国際拠点

未来医療国際拠点オープン（2023〜）



■ライフデザイン・イノベーションの拠点形成
2024年に先⾏まちびらきをめざす「うめきた2期」のま
ちづくりと連動し、世界から⼈材、技術を集積・交流させ、
新しい産業・技術・知財を創造する「イノベーション」の
拠点を形成することで、新たな国際競争⼒を獲得し、
我が国の成⻑エンジンとして世界をリードする。

取組み例

■IoT、AI、ロボット技術、ビッグデータ等の活用
大阪・関⻄の各拠点のポテンシャルを最⼤限活⽤し、「イノベーション・エコシステム」を構築
し、イノベーションの連鎖を生み出す。また、IoT、AI、ロボット技術、ビッグデータ等を活用して
イノベーションを促進し、社会課題の解決や新たなビジネス分野の開拓・産業化を図る。

(ⅱ) ものづくりの基盤を活かしたイノベーション促進
【取組みの方向性】
ものづくりを中⼼とした⼤阪・関⻄の豊富な産業集積について、イノベーションを⽀える産業インフラとして⾰新を図り、
高付加価値化を進める。
突破⼝となる、健康・医療関連の研究開発推進を中⼼として、IoT、人工知能（AI）やロボット、バッテリーなど
の技術を活用したイノベーションの促進に取り組む。

出典︓⼤阪駅周辺、中之島、御堂筋周辺地域都市再⽣緊急整備
協議会第8回⼤阪駅周辺地域部会資料

■IoT、AI、ロボット技術の⼤阪・関⻄の拠点・機関の例

機関名 主な分野 備考

⼈⼯知能技術コンソーシアム関⻄⽀部
（産業技術総合研究所）

AI 大阪商工会議所が事務局

脳情報通信融合研究センター
（CiNet）

脳情報科学、AI、ロボット技術
など

吹田市

大阪工業大学ロボティクス＆デザインセン
ター

IoT、AI、ロボット技術など 大阪市（2017年に梅⽥キャンパス開
設）

一般社団法人i-RooBO Network 
Forum

ロボット技術など 大阪市

組込みシステム産業振興機構 IoTなど 池田市

株式会社国際電気通信基礎技術研究
所（ATR）

AI、IoT、ロボット技術など 京都府精華町

情報通信研究機構（NICT）
ユニバーサルコミュニケーション研究所

AIなど 京都府精華町
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「ライフデザイン・イノベーション」
超スマート社会が到来する中、IoTやビッグデータ等の活用により、創薬
や医療機器開発などの分野にとどまらず⼈々が健康で豊かに⽣きるため
の新しい製品・サービスを創出する

■大阪府、大阪市、大阪商工会議所により、大阪における実証事業を推進
・実証実験を希望する事業者への実証実験のフィールド調整
・資⾦⽀援、PR支援などのビジネス化支援
・必要な規制緩和の国への働きかけ



■新エネルギー関連のグローバル競争⼒強化
「バッテリー戦略推進センター」において、電池関連（蓄電池分野、
⽔素・燃料電池分野など）産業の創出・国際競争⼒強化に向け
て、事業参入や実証プロジェクトの実施にかかる相談対応や、技術
⾯での課題解決を進めるなど、新エネルギー産業のさらなる競争⼒
強化を図る。
咲洲に開所した大型蓄電池システム試験評価施設（NLAB）
や連携協定を締結した認証機関と連携しながら、新エネルギー関
連の集積地域形成を進める。

関⻄圏に拠点を有する⼤⼿・中堅企業で構成する「⼤阪スマート
エネルギーパートナーズ」と、自社技術の活用や新規参入を目指す
中小・ベンチャー企業等で組織する「おおさかスマエネインダストリー
ネットワーク」の２つのプラットフォームを設置。
蓄電池、⽔素・燃料電池などの「スマートエネルギー分野」での
オープンイノベーションを推進する。

■ものづくりの高付加価値化に向けた支援体制の充実
大阪産業技術研究所、ものづくりビジネスセンター大阪（MOBIO）等の支
援拠点の産業振興支援体制の強化や、内外からの企業誘致による産業集積
促進等を通じ、大阪自らの支援機能の強化を図る。
さらに、近畿経済産業局の機能強化、2017年7月に開設されたINPIT近畿
統括本部（INPIT-KANSAI）により、新たなイノベーション創出につながる革
新的・基盤的技術の権利化支援を強化し、世界市場に打って出る大阪産業・
大阪企業を支援し、高付加価値な製品・技術を創出。

■ MOBIO常設展示場 ■ INPIT近畿統括本部（INPIT-KANSAI）

■ NLABの全景

出典︓（独)製品評価技術基盤機構ホームページ

取組み例

取組みの工程（主なもの）
大阪産業技術研究所創設、INPIT近畿統括本部設置（2017）

実証実験推進の体制づくり
ライフデザイン・イノベーション拠点形成

新エネルギー関連産業のグローバル競争⼒強化

大阪に新たに拡充された機能等 内容

「INPIT近畿統括本部（INPIT-
KANSAI）」における⾼度・専⾨的な
知財相談等が可能に

2017年7月にINPIT近畿統括本部
（INPIT-KANSAI）がオープン、知的財
産に関する⾼度・専⾨的な⽀援、⾼度検索
用端末による産業財産権情報の提供、出
張面接審査・テレビ面接審査の場の提供等
を開始

近畿経済産業局における地域中小
企業の実態把握機能の強化

近畿経済産業局の組織改編を⾏い、
2017年4月に中小企業の実態把握機能
を抜本的に強化する「中小企業政策調査
課」を設置

（数字は年度）

■多目的大型実験棟

41



②世界水準の都市ブランドの確⽴
(ⅰ) 世界に誇れる都市空間の創造
【取組みの方向性】
人・モノ・情報・投資を呼び込める魅⼒を備えた都市空間の創造をめざし、⼤阪の顔となるまちづくりなどに取り
組む。また、府内市町村や近隣府県も含めた広域的な視点に⽴って都市空間の創造に取り組む。
リニア中央新幹線や北陸新幹線の早期全線開業を促進し、広域的なネットワークによる連携の強化をめざす。
関⻄国際空港の国際拠点空港としての機能強化を図るとともに、国際コンテナ戦略港湾阪神港の強化・利便
性向上、広域ベイエリアのまちづくりを進める。
交通ネットワークの充実・強化に向けた⾼速道路・鉄道網の整備を進めるとともに、⾼速道路の戦略的かつ
シームレスな料⾦体系の実現や、乗継改善などによる公共交通の利便性向上等に取り組む。

〔重点的な取組み〕
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取組み例

■広域的な視点による都市空間の創造
⼤阪が東⻄⼆極の⼀極として⼤きく発展していくため、2016年12月に策定した「グランドデザイン・大阪都市圏」において示した「広域連携型都市構造」
の考え⽅に基づき、地域資源を最⼤限に活かし、広域的な視点で都市間連携を進めることで、魅⼒的な都市空間を創造する。
【広域連携型都市構造】
関⻄全体を視野に、概ね関⻄⼤環
状道路の範囲内を大阪都市圏として、
以下の視点で、道路・鉄道・河川等
広域インフラを活かして、都市構造を
大胆にとらえなおす。
① 都市の活⼒の源である「⼈」の活
動を中心

② 多様な機能が集積する強みを活
かし、都市間連携を強化

③ 山や川、海などの地形的要素や、
⾏政区域にとらわれない広域的な
視点で、⼤胆に⼟地利⽤を転換

◇「広域連携型都市構造」を踏まえた都市空間創造の方向性
~ 地域資源を最大限に活かす ~

【産業の集積】様々な産業の集積化とネットワーク形成により、⼀層成⻑・発展する都市
空間を創造

【豊かな自然環境】豊かなみどりや水辺をさらに楽しめる都市空間を創造

【歴史・文化の集積】他にない豊かな歴史・文化を身近に感じられる都市空間を創造

【良好な居住環境】ライフデザインに応じた多様な居住環境が実現できる都市空間を創造

【学術・研究の集積】さらなる知的創造活動を生み、支える都市空間を創造

【集客機能の集積】国内外から多くの⼈が訪れる圧倒的な魅⼒を備えた都市空間を創造



【新大阪駅周辺】
まちづくり方針の骨格のとりまとめ
・スーパー・メガリージョンの形成などの新たな
インパクトに備えて、20年〜30年先を⾒
据えたまちづくり方針の骨格のとりまとめ

取組み例

■うめきた2期など都心部エリアの新たなまちづくり
「みどり」と「イノベーション」の融合拠点をまちづくりの目標とする「うめきた2期」、「SMART RESORT CITY（夢と創造に出会える未来都市）」をコンセプ
トとする新たな国際観光拠点形成を図る夢洲等の大阪都心部エリアにおいて、新たなまちづくりに取り組む。

【うめきた2期】
大阪の顔、関⻄のハブとなる「みどりとイノベーションの
融合拠点」
2024年 先⾏まちびらき
2027年 基盤整備の全体完成

【中之島】
国際的なビジネス・⽂化・学術・交流拠点としての機能
向上形成
・大阪中之島美術館の整備
・社学共創・産学共創・アート拠点の形成
・未来医療国際拠点の形成
・中規模の都市型MICEの実施

【ベイエリア】
成⻑戦略拠点として、さらなる⺠間開発事業を促進
・産業・物流機能や環境・エネルギー分野、集客施設等の
集積促進
・夢洲（夢と創造に出会える未来都市）におけるIRを含む
国際観光拠点の形成
・ベイエリア全体の活性化に向けた、大阪広域ベイエリアの
将来像や整備の方向性等についての検討。
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【大阪城東部地区】
まちづくりのコンセプトや⼟地利⽤の具体化を検討
・⼤阪府、⼤阪市、公⽴⼤学法⼈大阪による新大
学基本構想が策定されたこと等をふまえ、まちづくり
のコンセプトや⼟地利⽤の具体化などを検討



■⼤阪湾諸港の国際競争⼒強化
阪神港では、国際コンテナ戦略港湾として、国、⼤阪市、神⼾市、阪神国際港湾株式
会社が連携して、集貨、創貨、船舶の⼤型化に対応した施設整備などの競争⼒強化に取
り組む。
将来の⼤阪湾諸港の港湾管理⼀元化に向けた取組みを進める。

取組み例

■リニア中央新幹線、北陸新幹線の早期全線開業の促進
東⻄の⼤都市圏を結ぶ広域交通インフラの複数ルートを確保し、
その効果を⻄へ波及させるため、関係団体と連携して、リニア中央
新幹線や北陸新幹線の大阪までの早期全線開業を促進する。

■国際空港機能の強化
関⻄３空港一体経営を踏まえ、空港運営事業者が適切な投資
と効率的な運営により、国内外からの空港利⽤者へのサービスを強
化し、その可能性を最大限に引き出せるよう連携を図る。
空港運営事業者の⾃律性・⾃由度を尊重しつつ、国際拠点空港
としての機能強化を図るとともに、関空を通じた地域の発展をめざす。

■交通ネットワークの充実・強化
活⼒・成⻑を⽀えるため、物流の効率化や広域連携の
強化に資する⼤阪都市再⽣環状道路や府県間道路な
どの道路ネットワークの構築を進めるとともに、⼈流を支え
る鉄道ネットワークの充実を図る。

既存ストックの活⽤、利⽤者の視点といった観点から、⾼
速道路の混雑状況に応じた料⾦設定などの戦略的な料
⾦体系の実現、可動式ホーム柵設置等による安全確保
や乗継時の移動負担軽減などの公共交通の利便性向上
に取り組む。

【主な取組み】
●国土軸や空港・港湾等の広域拠点へのアクセス強化
新名神⾼速道路（アクセス道路含む）、北⼤阪急⾏延伸、
なにわ筋線、うめきた新駅、夢洲アクセス等
●放射・環状交通、府県間連携の更なる強化
淀川左岸線、府県間道路（国道371号など）、
大阪モノレール延伸

取組みの工程（主なもの）

阪神高速大和川線全線供用(2019）
新名神⾼速道路全線供⽤ (2023）

うめきた2期先⾏まちびらき（2024）

JRおおさか東線全線開業（2018）

（数字は年度）
国道480号・第二阪和国道開通（2017）
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■東⻄の⼤都市圏を結ぶリニア中央新幹線



取組み例

■夢洲でのIRを含む国際観光拠点の形成
「夢洲まちづくり構想」（2017年８⽉）策定後の状況を

踏まえ、特に国際観光拠点の形成に向けて、今後、具体的
なまちづくりを進めるため、経済界、大阪府、大阪市により「夢
洲まちづくり基本方針」を策定（2019年12月）。
MICE機能や国際的なエンターテイメント機能等を備えた統
合型リゾート(IR）の誘致など、夢洲において世界に誇る魅
⼒ある国際観光拠点の形成を公・⺠が協働して実現する。

■中之島エリアのブランド化
中之島4丁目地区は、2021年度開館予定の大阪中之
島美術館の整備を核とし、隣接する国⽴国際美術館、市
⽴科学館との連携により、国内有数のミュージアムゾーンの
形成を図るとともに、官⺠の協⼒のもと、文化芸術拠点とし
てのエリアのブランド化を進める。

「中之島アゴラ構想推進協議会」にお
いて取りまとめた「中之島アゴラ構想」基
本計画（案）をもとに、産学官の連携
により、文化・芸術・学術・技術のあらた
な交流・発信拠点形成を推進する。

(ⅱ) 世界的な創造都市、国際エンターテイメント都市の確⽴

大阪中之島美術館
公募型設計競技 最優秀案

【取組みの方向性】
都市魅⼒の発展・進化・発信や、観光客受⼊環境の充実により、観光拠点としての機能強化を図るとともに、
インバウンド客を関⻄のみならず国内各地へつなぐ「観光」ハブとしての機能を⾼める。
MICE機能や国際的なエンターテイメント機能等を備えた統合型リゾート（IR）の誘致など、国際観光拠点の
形成を促進する。
大阪が誇る文化や歴史的遺産、伝統芸能、スポーツ、芸術、⾷などの都市魅⼒を最⼤限活⽤し、国内外に
アピールするとともに、⼤阪の都市魅⼒創造の好循環につながるよう取組みを進める。
こうした文化・観光基盤を背景に、万博やIRのインパクトも活かしながら、⼤阪・関⻄において情報が生まれると
ともに、広く情報が集まり、全国・世界へ発信する機能強化を図る。

45

※夢洲まちづくり基本方針より

未来医療国際拠点
敷地 約 8,600㎡

※隣接する未来医療国際拠点及び、市有地、
民間所有地の開発については、社学共創・産学共創・
アート拠点との連携等の協力を求めていく

大阪中之島美術館
2021年度開館予定

※なにわ筋線の各駅名は仮称



■規制緩和、既存ストックを活かした⺠間プロジェクトの誘導
大阪にたくさんの人が集い、活動することを実感できる、これまでにない楽
しいまちづくりプロジェクトの実現に向けて支障となる規制の緩和や制度⾒
直しを⾏うほか、既存のストックを活かし⺠間活⼒を導⼊する。

・御堂筋地区の魅⼒向上
人中心のストリートへ道路空間
を再編し、世界に誇るシンボル
ストリートをめざす。

・大阪城公園、万博記念公園の世界的観光拠点化
＜大阪城公園＞
2017年開業のJO－TERRACE OSAKAや

MIRAIZA OSAKA-JO、2019年開業のCOOL
JAPAN PARK OSAKAなどによる魅⼒創出、
にぎわいづくりなどにより世界的観光拠点化を進める。
＜万博記念公園＞
太陽の塔内部公開などによる魅⼒向上に取り組むとともに、「⼤規模ア
リーナを中核とした⼤阪・関⻄を代表するスポーツ・⽂化の拠点づくり」をめざ
す。

■24時間おもてなし都市の推進
観光客が昼夜を問わずまちに魅⼒を感じ、安全で
安心して旅⾏を楽しめる都市をめざし、Ｗi-Ｆi設置
の拡充や宿泊施設、公共機関等の環境整備や観
光案内機能の充実、ナイトカルチャーの発掘・創出に
取り組む。

■大阪が誇る⽂化⼒の創造・育成・活⽤
大阪の文化を保存・継承するとともに、大阪が誇る
伝統芸能のビジター向けコンテンツや大阪の食を満喫
できるコンテンツ等を創出するなどして、国内外に大阪
の魅⼒を発信する。
また、国内外からアーティストをはじめ多くの人々が
大阪に集い、交流する都市をめざす。

（公財）大阪観光局

能勢⼈形浄瑠璃「⿅⾓座」
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■COOL JAPAN PARK
OSAKA 

大ホール 内観

取組み例

■大阪府・大阪市・堺市における観光施策の連携
府・大阪市・堺市が一体となって観光施策に取り組むことで事業
効果を相乗的に高め、大阪全体としてのメリット（さらなる誘客）へ
とつなげる、“新しい好循環”を実現する。

◇大阪府・大阪市・堺市による連携取組み

今後、大阪府、大阪市、堺市は、三者で共有する “新しい好循環”に
向け、歴史・文化や世界に誇れる「食」などの観光資源や最先端技術を
十分に活用した取り組みを連携して進めていく。

2020年度においては、⼤阪市と堺市が有する歴史・⽂化的資源を結
ぶ先⾏的事業を実施する。
・観光周遊バスを使った周遊ニーズの実証事業
・⼤阪市・堺市連携による魅⼒発信事業



取組みの工程（主なもの）

■ワールドマスターズゲームズ2021関⻄ (2021）■ラグビーW杯(2019）

都市魅⼒創造戦略の推進︓来阪外国⼈旅⾏者⽬標数︓1,300万人(2020）
大阪中之島美術館開館（2021）

■東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会（2021）

⼤阪市の博物館群（ミュージアム）の地⽅独⽴⾏政法⼈化(2019)

■⼤阪・関⻄万博（2025）

（数字は年度）

取組み例
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■関⻄広域での観光振興
関⻄広域連合や関経連等の経済団体が参画する関⻄観光本
部（広域連携DMO）が策定した「関⻄ツーリズムグランドデザイ
ン2021」に沿って、国、日本政府観光局（JNTO）、関⻄各地
の自治体・DMO、⺠間事業者及び関⻄観光本部が協働し、「ア
ジアの観光・文化・スポーツNo.1エリア」をめざす。

■仁徳天皇陵古墳

「百舌鳥・古市古墳群」が、
2019年7月にアゼルバイ
ジャンで開催された第43回
世界遺産委員会において、
世界遺産に登録。今後は、
古墳群の保存管理に配慮
しつつ、世界遺産としての魅
⼒の発信に、⼤阪府・堺
市・羽曳野市・藤井寺市の
4者が一体となって取り組む。

■世界遺産「百⾆⿃・古市古墳群」の魅⼒発信

関⻄観光本部ホームページより

■大阪観光局による観光事業の推進

平成25年４⽉、戦略的に観光集客を促進するエンジン役として、府・
市・経済界により事業を開始。平成28年に⽇本版DMO候補法人、29
年に⽇本版DMO法人に認定され、観光地域づくりの舵取りとしての役
割を担っている。

＜主な事業＞
（１）プロモーション活動の推進

・海外・国内プロモーションなど
（２）戦略的マーケティングの実施

・関空における観光動向・観光消費額調査など
（３）観光情報の発信

・観光案内所の運営など
（４）観光魅⼒の創造

・市町村と連携した府内広域周遊の促進など
（５）MICE誘致の推進

・MICE推進方針に基づく国際会議の誘致など

■公式ガイドブック■観光案内所



③内外から多様なプレーヤーが集い、活躍する場の創出

■イノベーション・エコシステム（イメージ図） ■大学や経済界との連携による人材
育成等
国内外の大学の誘致や外国大学、大阪
⼤学や、⼤阪府⽴⼤学・⼤阪市⽴⼤学を
はじめとする府内大学、企業との連携促進
等により、国際競争を勝ち抜くハイエンド人
材を育成する。
大学におけるPBL（Problem-Based 

Learning︓課題解決型授業）やインター
ンシップなどの産学官連携プログラムの実施
により、若者の就業観・職業観の養成や、
実践的な⼈材育成を⾏う。

取組み例

(ⅰ) 多様な人材が活躍できるオープンでチャレンジングな環境整備

■国際イノベーション会議
Hack Osaka

■OIHシードアクセラレーションプログラム
（スタートアップの成⻑⽀援）

■関⻄経済同友会/メンタープログラム

【取組みの方向性】
内外から多様な人材を呼び込み、大阪での活躍を促進するために、特区等を活用したビジネス環境の整備や
創業など新たなチャレンジを⽀援する取組みや出会い・交流の場の創出を積極的に進める。
知の拠点である⼤学や研究機関、経済界等とも連携し、⾼度⼈材などの育成や確保、⼤阪での定着に努め
るとともに、ダイバーシティの考え⽅に⽴ち、⼥性や外国人⾼度専⾨⼈材など多様な⼈材が社会で活躍できる環
境づくりに取り組む。

〔重点的な取組み〕
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■スタートアップエコシステム・イノベーションエコシステムの構築
起業家、研究者、大企業、ベンチャーキャピタル（VC）
などをつなぐ「大阪イノベーションハブ（OIH）」の取組みなど
府市⺠間による各種⽀援プログラムを推進するとともに、
オープンイノベーションの取組みや官⺠連携ファンドの活用を
促進することで新たな成⻑エンジンとなりうる成⻑産業を創出する。
さらに、大阪府、大阪市、堺市、大阪産業局及び経済団体等が
連携し、「⼤阪スタートアップ・エコシステムコンソーシアム」を設⽴。
オール大阪で起業家を生み育てる環境を整備するとともに、
エコシステム構築と世界に冠たるスタートアップ・エコシステム拠点都市
の形成をめざす。

■大阪スタートアップ・
エコシステムコンソーシアム ■府庁でのPBL成果報告会



■グローバル人材の育成や留学⽣などの外国⼈⾼度人材等の活用
・外国⾼度専⾨⼈材等の受⼊れ環境整備
外国⼈⾼度専⾨⼈材やその家族に対する在留規制の緩和等の動きとあわせ
て、留学⽣の就職のサポート、⼤学等との連携による住まい確保など、留学⽣を
はじめとする外国人の受入環境の整備を進め、優れた人材を世界から呼び込む。
・オール大阪での外国人材の活用支援
入管法改正を踏まえ、特定技能制度
の創設に伴い、新たな外国人材を積極的に受
け入れ、深刻な人手不⾜を補うとともに、大阪
経済の持続的な成⻑・発展の担い手として活
躍できるよう、オール大阪で取組みを進めていく。

・グローバル人材の育成

取組み例

■関⻄圏国家戦略特区雇⽤労働相談センター

取組みの工程（主なもの）
公設⺠営学校（国際バカロレア等） 「⼤阪市⽴⽔都国際中学校・⾼等学校」の開設(2019)

大阪府市新大学発足（2022 予定）
多様な人材が活躍できる環境整備

大阪大学グローバルビレッジ運用開始（2020）

■特区等を活用したビジネス環境の整備

（数字は年度）
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国際バカロレアコースを設ける公設⺠営学校の
開設、小・中・高等学校における英語教育の充
実やグローバルリーダーズハイスクール（GLHS) 
や高校生等海外進学支援事業（おおさかグロー
バル塾）、最先端のICT学習環境を活用し、児
童生徒の発達段階に応じた「プログラミング的思
考」を含めた情報活⽤能⼒の育成等をすることに
よりグローバル人材を多数輩出していく。

関⻄圏国家戦略特区雇⽤労働相談センター
による海外からの進出企業への労働法制面から
のサポートや大阪外国企業誘致センター（O-
BIC）等の取組みにより、国内外のベンチャー
企業やグローバル企業の設⽴・誘致、外国企業
の大阪への進出等を促進する。

■⼥性や若者、高齢者、障がい者など多様な人材の活躍
⼥性、若者、高齢者、障がい者等の多様な人材が能⼒を発揮し、
活躍できる環境づくりのため、大阪労働局（ハローワーク）との連携
体制を強化し、「OSAKAしごとフィールド」を軸に働きたいと思う全て
の求職者への就職支援を進めている。
また、人材確保に課題を抱える中小企業を中心に人材確保支援
を推進する。

■OSAKAしごとフィールド
求職者と企業への一体的な支援
を実施し、「企業と人が出会う場
所」を展開

■大阪府外国人情報コーナー
（⼤阪府国際交流財団）

■高校生等海外進学支援事業
（おおさかグローバル塾）

■オール⼤阪で⼥性活躍推進の機運
醸成のための様々なイベントを実施
（ドーン de キラリフェスティバル）

■製造関連・運輸関連・建設関連・インバウンド関連分野を中心に、⼥性や
若者へ魅⼒を発信し、⼈材確保⼒の強化を図るプログラムの提供

・企業と人との出会いの場づくり

・企業の人材確保支援


